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【主な関係法令等】

・介護保険法（平成9年法律第123号）

・介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

・介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

・指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成11年厚生省令第37号）

※25年度からは、「介護保険法に基づく指定居宅サービス等の人員、設備及び運営

の基準等を定める条例（平成24年岡山県条例第62号）」が適用されます。

・指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成18年厚生労働省令第35号）

※25年度からは、「介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人員、設

備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法の基準等を定める条例（平成24年岡山県条例第65号）」が適用されます。

・指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

（平成11年老企第25号）

※25年度からは、「介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び

指定介護予防サービス等の基準等について（平成25年1月15日長寿第1868号）」

も適用されます。

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成12年厚生省告示第19号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第127号）

・厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護及び外部サービス

利用型介護予防特定施設入居者生活介護に係るサービスの種類及び当該サービスの単

位数並びに限度単位数（平成18年厚生労働省告示第165号）

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定

施設入居者生活介護に係る部分）及び指定居宅サービス等に要する費用の額の算定に

関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第40号）

・指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留

意事項について（平成18年老計発第0317001号老振発第0317001号老老発第0317001号）

等

※上記の法令等は、次の文献、ホームページ等でもご確認ください。

文献：介護報酬の解釈《平成24年４月版》（発行：社会保険研究所）

ＨＰ：厚生労働省 法令等データベースシステム

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/

総務省 法令データ提供システム

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi

岡山県保健福祉部長寿社会課ホームページ

http://www.pref.okayama.jp/soshiki/35/

【介護保険に関する情報】

・ＷＡＭ.ＮＥＴ（運営：独立行政法人福祉医療機構）

http://www.wam.go.jp/

福祉保健医療関連の情報を提供するための、総合的な情報ネットワークシステム。
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＜特定施設入居者生活介護の基本的事項＞

■指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について

（平成11年9月17日老企第25号）

第１ 基準の性格 （抜粋）

１ 基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の

基準を定めたものであり、指定居宅サービス事業者は、常にその事業の運営の向上

に努めなければならない。

２ 指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満た

さない場合には、指定居宅サービスの指定又は更新は受けられず、また、基準に違

反することが明らかになった場合には、①相当の期間を定めて基準を遵守するよう

勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至っ

た経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正当な理由が無く、当該勧告に係る

措置を採らなかったときは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置を採るよう命

令することができるものであること。また、③の命令をした場合には事業者名、命

令に至った経緯等を公示しなければならない。なお、③の命令に従わない場合には、

当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若

しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明し

た場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止させること）ができる。ただ

し、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、

直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することがで

きるものであること。

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき

イ 指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受

けなかったとき

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者

によるサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益

を供与したとき

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき

第２ 総論 （抜粋）

２ 用語の定義

（１）「常勤換算方法」

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき

時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除することにより、当該事

業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。

この場合の勤務時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時

間の延べ数であり、例えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける

場合であって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介護員等の

勤務時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入することとなるものである
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こと。

（２）「勤務延時間数」

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービ

ス提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられて

いる時間の合計数とする。なお、従業者１人につき、勤務延時間数に参入することがで

きる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とする

こと。

（３）「常勤」

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が

勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していること

をいうものである。同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務と同時

並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤

務時間数の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満た

すものであることとする。

例えば、一の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事業所

が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理

者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を

満たすこととなる。

（４）「専ら従事する」「専ら提供に当たる」

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないこと

をいうものである。

この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間（指

定通所介護及び指定通所リハビリテーションについては、サービスの単位ごとの提供時

間）をいうものであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。

ただし、通所介護及び通所リハビリテーションについては、あらかじめ計画された勤

務表に従って、サービス提供時間帯の途中で同一の職種の従業者と交代する場合には、

それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをもっ

て足りるものである。

■居宅サービス単位数表（短期入所生活介護費から特定施設入居者生活介護

費に係る部分に限る。）に関する通則事項

（平成12年3月8日老企第40号）

第２の１ 通則 （抜粋）

（１）算定上における端数処理について （準用）

①単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ず

る計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくことと

する。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。

(例） ・・・ （省略） ・・・

②金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数に

ついては「切り捨て」とする。
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(例） ・・・ （省略） ・・・

（２）入所等の日数の数え方について

① 短期入所、入所又は入院の日数については、原則として、入所等した日及び退所等

した日の両方を含むものとする。

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所、

特定施設又は介護保険施設(以下②及び③において「介護保険施設等」という。)の間

で、又は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の兼

務や施設の共用等が行われているものの間で、利用者等が一の介護保険施設等から退

所等をしたその日に他の介護保険施設等に入所等する場合については、入所等の日は

含み、退所等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活介護の利用者が

そのまま指定介護老人福祉施設に入所したような場合は、入所に切り替えた日につい

ては短期入所生活介護費は算定しない。

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と同一敷地内にあ

る病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療報酬が適用されるもの(以下「医

療保険適用病床」という。)又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷地に

おける病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当該介護保険施設等との間で

相互に職員の兼務や施設の共用等が行われているもの(以下③において「同一敷地内

等の医療保険適用病床」という。)に入院する場合(同一医療機関内の転棟の場合を含

む。)は、介護保険施設等においては退所等の日は算定されず、また、同一敷地内等

の医療保険適用病床を退院したその日に介護保険施設等に入所等する場合(同一医療

機関内の転棟の場合を含む。)は、介護保険施設等においては入所等の日は算定され

ない。

④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所

介護費等の算定方法(平成十二年厚生省告示第二十七号。以下「通所介護費等の算定

方法」という。)の適用に関する平均利用者数等の算定においては、入所等した日を

含み、退所等した日は含まないものとする。

（省略）

（４）常勤換算方法による職員数の算定方法について

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の職員が勤務す

べき時間で除することによって算定するものとし、小数点第二位以下を切り捨てるもの

とする。なお、やむを得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に一割の範囲

内で減少した場合は、一月を超えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しな

かったものとみなすこととする。

（５）人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、介護福祉施設サ

ービス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについては、当該事業所又

は施設の看護師等の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆる人

員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法にお

いて、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、

これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然

防止を図るよう努めるものとする。
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② 人員基準上満たすべき看護師等の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前

年度(毎年四月一日に始まり翌年三月三十一日をもって終わる年度とする。以下同じ。)

の平均を用いる(ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による。)。この場合、利

用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数と

する。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点第二位以下を切り上げるもの

とする。

③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、

イ 人員基準上必要とされる員数から一割を超えて減少した場合には、その翌月から

人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が

通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、

ロ 一割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに

至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規

定する算定方法に従って減算される(ただし、翌月の末日において人員基準を満た

すに至っている場合を除く。)。

④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解

消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定

方法に規定する算定方法に従って減算される(ただし、翌月の末日において人員基準

を満たすに至っている場合を除く。)。

⑤ 看護・介護職員については、最も低い所定単位数を算定するために必要な員数を満

たさない場合にはじめて人員基準欠如となるものであり、最も低い所定単位数を基に

して減算を行うものであること(したがって、例えば看護六：一、介護四：一の職員

配置に応じた所定単位数を算定していた指定介護療養型医療施設において、看護六：

一、介護四：一を満たさなくなったが看護六：一、介護五：一は満たすという状態に

なった場合は、看護六：一、介護四：一の所定単位数に一〇〇分の七〇を乗じて得た

単位数ではなく、看護六：一、介護五：一の所定単位数を算定するものであり、看護

六：一、介護六：一を下回ってはじめて人員基準欠如となるものであること)。なお、

届け出ていた看護・介護職員の職員配置を満たせなくなった場合には、事業者又は施

設は該当することとなった職員配置を速やかに都道府県知事に届け出なければならな

いこと。また、より低い所定単位数の適用については、③の例によるものとすること。

ただし、ユニット型短期入所療養介護事業所(一部ユニット型指定短期入所療養介

護事業所のユニット部分を含む。)又はユニット型指定介護療養型医療施設(一部ユニ

ット型指定介護療養型医療施設のユニット部分を含む。)については、看護六：一、

介護四：一を下回る職員配置は認められていないため、看護六：一、介護五：一、看

護六：一、介護六：一の職員配置に応じた所定単位数を定めておらず、職員配置が看

護六：一、介護四：一を満たさない場合は人員基準欠如となるものであり、看護六：

一、介護四：一の所定単位数に一〇〇分の七〇を乗じて得た単位数を算定する。

⑥ 都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員

等の見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事

情がある場合を除き、指定又は許可の取消しを検討するものとする。

（省略）
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第２の４ 特定施設入居者生活介護費 （抜粋）

（１）その他の居宅サービスの利用について

特定施設入居者生活介護を受けている者の入居中の居宅サービスの利用については、

特定施設入居者生活介護費を算定した月において、その他の居宅サービスに係る介護給

付費(居宅療養管理指導費を除く。)は算定しないものであること(外泊の期間中を除

く。)。ただし、特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費

用負担により、その利用者に対してその他の居宅サービスを利用させることは差し支え

ないものであること。例えば、入居している月の当初は特定施設入居者生活介護を算定

し、引き続き入居しているにも関わらず、月の途中から特定施設入居者生活介護に代え

て居宅サービスを算定するようなサービス利用は、居宅サービスの支給限度基準額を設

けた趣旨を没却するため、認められない。なお、入居者の外泊の期間中は特定施設入居

者生活介護は算定できない。

また、当該事業者が、入居者に対して提供すべき介護サービス(特定施設入居者生活

介護の一環として行われるもの)の業務の一部を、当該特定施設の従業者により行わず、

外部事業者に委託している場合(例えば、機能訓練を外部の理学療法士等に委託してい

る場合等。)には、当該事業者が外部事業者に対して委託した業務の委託費を支払うこ

とにより、その利用者に対して当該サービスを利用させることができる。この場合には、

当該事業者は業務の管理及び指揮命令を行えることが必要である。

■指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について

（平成18年3月17日老計発第0317001号･老振発第0317001号･老老発

第0317001号）

第２ 指定介護予防サービス単位数表に関する事項

１ 通則 （抜粋）

（１）算定上における端数処理について （省略）

（２）サービス種類相互の算定関係について

介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護費を受け

ている間については、その他の介護予防サービス費又は地域密着型介護予防サービス

費（介護予防居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、指

定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負

担により、その利用者に対してその他の介護予防サービス又は地域密着型介護予防サ

ービスを利用させることは差し支えないものであること。また、介護予防短期入所生

活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている間については、介護予防訪問介護

費、介護予防訪問入浴介護費、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーショ

ン費、介護予防通所介護費及び介護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防認

知症対応型通所介護費及び介護予防小規模多機能型居宅介護費は算定しないものであ

ること。

なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所生活介護又は介護予

防短期入所療養介護を受けている者についても算定が可能であること。

（省略）
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実施に当たっての留意事項について（実地指導での指導事項等）

１ 人員・設備・運営に関する事項について

第２ 人員に関する基準

１ 従業員の員数（基準条例第218条、240条（予防基準条例第204条、228条））

１）生活相談員について、他職種との安易な兼務が見られる。

（ポイント）

・一般型の場合、介護職員と兼務しているケースがありますが、その場合は双方の職種

とも常勤換算を行う必要があります。

・外部サービス利用型の場合、「常勤・専従」が要件であり、利用者の処遇に支障がな

い場合を除き、原則として兼務できません。

２）生活相談員が計画作成担当者を兼務しており、また宿直時間帯に介護業務を行っ

ているため、生活相談員の配置基準が満たされていない。

（ポイント）

常勤換算方法で１人以上という配置基準を満たす必要がある。

※生活相談員

（根拠条文：一般型）

基準条例第218条第2項第1号他

→「常勤換算方法で、利用者の数が100又はその端数を増すごとに１人以上」

基準条例第218条第4項

→「・・・生活相談員のうち１人以上は、常勤でなければならない。」

（根拠条文：外部サービス利用型）

基準条例第240条第2項第1号他

→「常勤換算方法で、利用者の数が100又はその端数を増すごとに１人以上」

基準条例第240条第5項

→「・・・生活相談員のうち１人以上は、専らその職務に従事し、かつ、常勤でな

ければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施設における他

の職務に従事することができるものとする。」

３）宿直時間帯に看護職員又は生活相談員のみ配置されている。

（ポイント）（基準条例第218条第2項第2号ハ他）

常に１人以上のサービス提供に当たる介護職員の配置が必要。
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４）併設で介護サービス事業所を運営している場合、渾然一体とした運営がなされて

いる。

（ポイント）

運営は全く別ものであり、それぞれの事業所が定められた人員基準（介護保険法、老

人福祉法等）を満たす必要があります。

また、委託を行っている場合などを除き、特定施設従業者自身が特定施設サービスを

提供しなければなりません。

なお、委託を行っている場合であっても、指揮命令系統及び責任の所在を明確にして

おく必要があります。

第３ 設備に関する基準

１ 設備（基準条例第220条、242条（予防基準条例第206条、230条））

１）非常口等避難経路に段差があるため、車イスで円滑な避難を行うことができない。

（ポイント）

基準条例第220条第２項第３号には「円滑な避難が可能な構造」、同条第５項には「車

椅子で円滑な移動をすることが可能な空間と構造」と規定しており、解釈通知にも段差

の解消等について記載があります。

非常口等で段差がある場合は解消するようにしてください。

第４ 運営に関する基準

１ 内容及び手続の説明及び契約の締結等（基準条例第221条、243条（予防基準条例第

207条、231条））

１）「重要事項説明書」に、運営規程の概要、看護師等の勤務体制、事故発生時の対

応、苦情処理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な事項が記

載されていない。

２）重要事項の説明を行っていない。

３）苦情処理の体制について、相談窓口に実施地域の市町村（保険者）の窓口や公的

団体（岡山県国民健康保険団体連合会）の記載がない。

（ポイント）

・「重要事項説明書」は、利用申込者が事業所を選択するために重要な事項を説明す

るためのものであるので、まずは当該説明書を交付し、重要事項の説明を懇切丁寧

に行うこと。

・利用者及び事業者双方の保護の立場から、サービス提供の内容をお互いが十分に認

識できていることを確認するためにも、同意を得る方法は、できる限り書面による

ことが望ましい。【基準条例独自基準】
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４）「重要事項説明書」と「運営規程」の記載が相違している。

（ポイント）

・「運営規程」の内容を基本にして作成し、事業の実態とも整合していること。

※運営規程の内容を変更する場合は、別途、変更届が必要。

５）介護予防サービス事業に係る「重要事項説明書」が作成されていない。

６）利用者が要介護から要支援、又はその逆に変更になった場合に、改めて説明が行

われていない。

（ポイント）

・利用者が受けようとするサービスを明確にし、それぞれのサービス内容、利用料等

の記載に漏れがないように留意すること。

９ 特定施設入居者生活介護の取扱方針（基準条例第226条、248条（予防基準条例第

212条、235条））

（１）身体拘束廃止（基準条例第226条第４項）

１）家族の同意さえあれば、身体拘束を行うことができると考えている。

（ポイント）

本人及び家族に説明した上で、同意を得ることは、あくまで３要件を満たし、かつ、

施設内で十分な検討がなされてはじめて行われるべきものであり、同意は要件ではあり

ません。

三つの要件を満たすことが、身体拘束廃止委員会で適切に協議、認定されて初めて、

身体拘束を行うことができるのであり、それ以前に身体拘束が実施されることは基準違

反である。

２）説明書の中で、拘束開始日時は記載されているが、解除予定日時がない。

（ポイント）

３要件の一つである「一時性」を遵守していないことと同じです。身体拘束はあくま

で一時的なものであり、漫然と行うものではありません。

３）日々の観察記録が不十分である。

４）毎月の身体拘束廃止委員会で、状態を記載しているものはあるが、日々の観察と

までは言えない。
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（ポイント）

身体拘束を行っている入居者の情報については、必ずしも専用のファイル又は記録を

求めていません。

しかしながら、基本的な考え方として、一刻も早く身体拘束を解除するためには、一

般入居者以上に観察を行い、「代替方法はないのか。」、「何が原因なのか。」を常に検討

することが大切だと考えられます。

したがって、日々の観察を一般入居者以上に行い、記録に残すことが必要と考えられ

ます。

５）身体拘束廃止委員会等において、身体拘束実施の場合の条件を検討していない。

６）委員会がスタート時の他職種協働の視点での開始・解除検討の場ではなく、実施後

の経過報告の場となってしまっている場合が多い。

（ポイント）（基準条例第226条第４項）

運営基準では、「入院患者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他入院患者の行動を制限する行為を行ってはならない。」とされ

ている。

〈三つの要件をすべて満たすことが必要〉

◆切迫性 ：利用者本人または他の利用者等の生命または身体が危険にさらされる可能

性が著しく高いこと

◆非代替性：身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと

◆一時性 ：身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること

（２）サービスの質の評価（基準条例第226条第6項、第248条（予防基準条例第219条

第2項、237条））

（ポイント）

・提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足度等に

ついて常に評価を行わなければならない。サービスの質の評価は、自ら行う評価に限ら

ず、第三者評価などの外部の者による評価など、多様な評価方法を広く用い、様々な視

点から客観的にサービスの質の評価を行わなければならない。【基準条例独自基準】

・また、評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図りながらより良いサービスの提

供を行わなければならない。

（３） 成年後見制度の活用（基準条例第226条第7項、第248条（予防基準条例第220条、

237条））

（ポイント）

成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にある方を法律的な

面で保護し、支援するための制度である。
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・事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用が必要と認められる場

合（利用者自身では、各種契約、不動産・預貯金等の財産の管理等が困難であり、利用

者を法律的に支援する必要がある等）は、地域包括支援センターや市町村担当課等の相

談窓口を利用者に紹介する等関係機関と連携し、利用者が成年後見制度を活用すること

ができるように配慮しなければならない。【基準条例独自基準】

１０ 特定施設サービス計画の作成（基準条例第227条、第248条（予防基準条例第220

条、237条））

１）計画作成担当者が一人で原案を作成し、利用者に交付している。

（ポイント）

基準条例第227条第３項に「他の特定施設従業者と協議の上」と明記されており、計

画作成担当者一人が作成しただけでは不適切です。

２）サービス提供開始後、特定施設サービス計画の作成、利用者の同意を得ている。

（ポイント）

基準条例第226条第２項に「指定特定施設入居者生活介護は、・・・特定施設サービ

ス計画に基づき」と明記されており、サービス提供開始前に必要な手続を行ってくださ

い。特に個別機能訓練計画も含めている場合は算定できないケースも考えられます。ア

セスメント、課題分析等の一連のプロセスに注意してください。

３）特定施設サービス計画を作成後一定の期間が経過しているのに、モニタリングが

行われていない。

（ポイント）（基準条例第227条第６項）

モニタリングを実施し、必要に応じて計画を変更すること。

４）特定施設サービス計画の同意について、入所者の同意ではなく家族の同意として

いる。

（ポイント）（基準条例第227条第４項）

運営基準では、「文書により利用者の同意を得なければならない。」とされているに

もかかわらず、家族の署名で同意を得ている。介護保険の基本原則は『利用者本人の自

己決定』であることから、原則本人の署名とすること。なお、身体・精神状況等により

本人署名ができない場合に限り、家族の代筆等で同意を得ること。

５）食事，排せつ，入浴等について，介助の必要性の有無を記入する欄が未記入の

ままである利用者がいるなど、アセスメントが十分にできていないので事業所

として利用者の生活課題を十分に把握できていない。
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（ポイント）（基準条例第227条）

利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、適切なアセスメントを行い、サー

ビス計画を作成し、その計画に沿って利用者に適切なサービスを実施すること。

１９ 運営規程（予防基準条例第213条、232条）

１）混合型特定施設であるにもかかわらず、運営の方針の中で介護予防に関する記載

がない。

（ポイント）

混合型特定施設に対してでありますが、各施設とも運営規程で基本方針や運営方針

について記載している中で、特定施設の内容だけではなく、要支援者に対する自立支援

のサービスを行う介護予防特定施設についても内容を記載する必要があります。

２０ 勤務体制の確保等（基準条例第233条、248条（予防基準条例第214条、235条））

１）勤務する看護職の職員数が少ない等のため、外部研修に参加することが難しい事

例が見受けられた。

（ポイント）（基準条例第233条第4項、248条（予防基準条例第214条第4項、235条））

・事業所においては、利用者の日常の健康管理、感染症の発生予防及び蔓延防止等にお

ける当該看護職員の役割の重要性を踏まえ、資質向上のための研修参加の機会を確保す

る必要がある。

なお、人員体制等の都合で一度に複数職員の研修参加が困難な場合等においても、業

務内容や役職等の適性を十分考慮し、優先順位をつけるなど研修参加者を絞り、当該研

修参加者が施設・事業所内において伝達講習を行うなど、適切なサービス提供体制を確

保した上で、必要な研修機会を確保すること。

２）研修内容

（ポイント）（基準条例第233条第5項、248条（予防基準条例第214条第5項、235条））

・従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修には、高齢者の尊

厳を守り、高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送ることができるように高齢者の人

権擁護や虐待防止等の内容を含めることを義務付けるものである。

事業者は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成

十七年法律第百二十四号）」（以下、「高齢者虐待防止法」という。）の趣旨及び内容を

十分に踏まえた研修内容となるようにしなければならない。【基準条例独自基準】
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２２ 非常災害対策（基準条例第237条 準用の規程第110条、第248条（予防基準条例

218条、237条））

１）非常災害時の対応方法についての具体的な対応計画が策定されていない。

２）定期的に避難訓練等が実施されていない。

（ポイント）

・事業者は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関係機関への通報及び連携体

制の整備、避難・救出訓練の実施等の対策に万全を期さなければならないこととしたも

のである。また、非常災害時には、事業者として、援護が必要となった者への支援協力

を求めたものである。

ア 事業者は、利用者の状態や当該事業所が所在する地域の地理的実情（津波災害警戒

区域であるか、土砂災害警戒区域であるか等）を踏まえ、想定される災害の種類（津波

・高潮・土砂災害・地震・火災等）ごとに、その規模（当該事業所の所在市町村全体・

所在地域・当該事業所・当該事業所の一部分か等）及び被害の程度（ライフラインが１

週間程度で復旧される場合、事業所内給食施設は１ヶ月程度使用不能である場合等）に

応じた実効性のある具体的な計画（消防法施行規則（昭和三十六年自治省令第六号）第

三条に規定する消防計画（これに準ずる計画を含む）及び風水害、地震等の災害に対処

するための計画）を立てなければならない。

なお、消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施は、消防法（昭和二十三年法

律第百八十六号）第八条の規定により防火管理者を置くこととされている事業所にあっ

てはその者に行わせるものとする。また、防火管理者を置かなくてもよいこととされて

いる事業所においても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計

画の樹立等の業務を行わせるものとする。

また、非常災害時には、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業者に

周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火

・避難等に協力してもらえるような体制作りに努め、全ての従業者がその内容を熟知し、

実行できるようにしなければならない。

イ アの計画に従い、避難又は救出に係る訓練等必要な訓練を定期的に行わなければな

らない。その場合、実際に非常災害が発生した場合に対応できるような実効性の高いも

のとしなければならない。

ウ 事業者は、非常災害時にその利用者の安全の確保が図られるように、事前に市町村

や地域住民のほか、医療や福祉に関わる他の事業所等と相互に支援・協力を行うための

連携体制の整備に努めることを求めるものである。

エ 非常災害時には、当該事業所の利用者に限らず、地域の高齢者、障害者、乳幼児等

の特に配慮を要する者を受け入れる等可能な限り支援をすることを求めるものである。

【基準条例独自基準】

２９ 苦情処理（基準条例第237条、248条（予防基準条例第218条、235条））

１）苦情処理に関する記録様式（処理簿･台帳等）が作成されていない。

13



２）苦情処理の内容が記録様式に記録されていない。

３）苦情の内容の記録のみで、「その後の経過」、「原因の分析」、「再発防止のための

取組」などが記録されていない。「再発防止のための取組」が行われていない。

（ポイント）

・苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録すること。

また、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を行うこと。

３０ 事故発生時の対応（基準条例第237条、248条（予防基準条例第218条、235条））

１）誤飲による事故が頻繁に発生している。

（ポイント）

事故の原因を入居者ごとに究明し、再発防止策を徹底すること。

２）事故(｢ひやりはっと｣を含む｡)に関する記録様式（報告･台帳等）が作成されてい

ない。

３）事故(｢ひやりはっと｣を含む｡)の事例報告が記録様式に記録されていない。

４）事故の内容の記録のみで、「その後の経過」、「原因の分析」、「再発防止のための

取組」などが記録されていない。

５）事業所として「再発防止のための取組」が行われていない。

６）損害賠償保険に加入していない。又は、賠償金の積み立てを行っていない。

７）県（事業所を所管する県民局）又は市町村等に報告していない。

（ポイント）

・事故の状況等によっては、事業所を所管する県民局へ報告を行うこと。

※介護保険施設・事業所における事故等発生時の対応に係る指針（岡山県版）参照

３２ 記録の整備（基準条例第236条第2項、第247条第2項、（予防基準条例第217条第

2項、234条第2項））

１）特定施設サービス計画を変更したら、以前の特定施設サービス計画を廃棄してい

る。

（ポイント）

・各サービスごとに掲げられた各種の記録については、完結の日から五年間保存をしな

ければならないとしたものである。
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・完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ごとに、その書類

を使わなくなった日とする。利用者との契約が継続している間において、当該利用者に

関する全ての記録を保存することを求めるものではない。

・事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの記録の所属する

年度（目標期間が設けられているものについては、その期間の満了日の所属する年度）

の終了後、五年間保存する等、適正な運用を図るものとする。

・なお、他の法令等により、五年間以上の保管期間が義務付けられているものについて

は、それぞれの規定に従う必要がある。【基準条例独自基準】

第５ 変更の届出等（介護保険法第75条）

１）平面図に明示された部屋の使用用途の変更届がされていない。

（ポイント）変更の届出等（介護保険法第75条）

変更した日から１０日以内に変更届を提出すること。

※平面図の変更は県民局へ事前協議が必要。

２ 介護報酬算定上の留意事項について

（１）個別機能訓練加算

１）看護師又は看護職員を専従の機能訓練指導員として配置した場合、看護職員につ

いて、基準上の人員を配置できていない。

（ポイント）

まず、看護職員の人員配置基準を満たしているかどうかの検討が必要です。

その上で、当該加算に係る専従の機能訓練指導員の配置を行ってください。

２）利用者に対して、３月に１回以上、個別機能訓練計画を変更していない。

（算定要件）

①常勤・専従の理学療法士等を１名以上配置し、計画的に行うもの

②機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員等が共同して、利用者ごとにその

目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った効

果、実施方法等について評価等を行うもの（内容を特定施設サービス計画に記載する

ことで、個別機能訓練計画の作成に代えることができる。)

③開始時及び３月に１回以上利用者に対して計画の内容を説明し、記録するもの

④個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管

され、常に特定施設の個別機能訓練の従事者により閲覧可能であること

（２）夜間看護体制加算

１）重度化した場合における対応に係る指針について、２４時間連絡体制と混同している。
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（ポイント）

平成１２年厚生省告示第２６号で、「①常勤看護師の１名以上配置」、「②２４時間

連絡できる体制の確保」、「③重度化した場合における対応に係る指針を定め、内容の

説明、同意」が算定要件とされており、内容は別のものです。

（ポイント）

夜間看護体制加算について、重度化した場合の対応指針を利用者家族に説明し、同意

を得ていることがわかるよう（整備）すること。

（参考：グループホーム「医療連携体制加算」の重度化対応指針）

盛り込むべき項目として、例えば、

①急性期における医師や医療機関との連携体制

②入院期間中における特定施設における居住費や食費の取扱い

③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合いや意思確認の方法等の看取りに

関する指針を参考に作成すること。

→必ずしも①～③までの記載を求めているものではないが、重度化対応指針として、相

応のものが必要である。

→指針を作成した後に、利用者又は家族に対し、説明を行った上、同意を得る必要があ

る。

（３）短期利用特定施設入居者生活介護

（算定要件）

①指定特定施設が初めて指定を受けた日から起算して３年以上の期間が経過しているこ

と。

②入居定員の範囲内で、空いている居室（定員が１人であるものに限る。）を利用する

こと。ただし、短期利用特定施設入居者生活介護を受ける入居者の数は、入居定員の

１００分の１０以下であること。

③利用の開始に当たって、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めること。

④特定施設の入居者の数（短期利用の入居者を除く）が、入居定員の１００分の８０以

上であること。

⑤家賃、敷金、介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する費用

を除き、権利金その他の金品を受領しないこと。

⑥介護保険法等の規定に基づく勧告、命令、指示を受けたことがある場合は、当該勧告

等を受けた日から起算して５年以上の期間が経過していること。
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（留意事項）

１）施設に求められる要件であるので、新たに特定施設を開設する場合に、他の特定施

設において３年以上の経験を有する者が配置されていたとしても、当該施設として

３年以上の期間が経過しなければ、短期利用特定施設入居者生活介護費を算定する

ことはできない。

２）特定施設の入居定員に占める入居者の割合については、届出日の属する月の前３月

のそれぞれの末日時点の割合の平均について算出すること。

また、届出を行った月以降においても、毎月において直近３月間の入居者の割合

がそれぞれ１００分の８０以上であることが必要である。当該割合については、毎

月記録するものとし、１００分の８０を下回った場合については、直ちに届出を提

出しなければならない。

（４）看取り介護加算

（算定要件）

①医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した

者であること。

②利用者又はその家族等の同意を得て、利用者の介護に係る計画が作成されている

こと。

③医師、看護師、介護職員等が共同して、利用者の状態又は家族の求め等に応じて、

随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得て介護が行われていること。

④夜間看護体制加算を算定していること。

（留意事項）

１）看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見

込みがないと判断した利用者について、その旨を本人又はその家族に対して説明

し、その後の療養方針についての合意を得た場合において、医師、看護職員、介

護職員等が共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行い、療養及

び介護に関する合意を得た上で、その人らしさを尊重した看取りができるよう支

援することを主眼として設けたものである。

２）看取り介護加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成２４

年厚生労働省告示第９５号）第２４号に定める基準に適合する看取り介護を受け

た利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて３０日を上限として、特定施設にお

いて行った看取り介護を評価するものである。

死亡前に自宅に戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自宅や入院先で死亡

した場合でも算定可能であるが、その際には、当該特定施設において看取り介護

を直接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定することがで

きない。（したがって、退居した日の翌日から死亡日までの期間が３０日以上あ

った場合には、看取り介護加算を算定することはできない。）
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３）特定施設を退居等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看

取り介護加算は死亡月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、施設

に入居していない月についても自己負担を請求されることになるため、利用者が

退居等する際、退居等の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に係

る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書にて同意を得ておくこと

が必要である。

４）特定施設は、退居等の後も、継続して利用者の家族への指導や医療機関に対す

る情報提供等を行うことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との

継続的な関わりの中で、利用者の死亡を確認することができる。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医療機関等に利用者

の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施設に対して本人の状態を伝えること

について、退居等の際、本人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得てお

くことが必要である。

５）本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得

た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨

を記載しておくことが必要である。

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡しても来ても

らえないような場合も、医師、看護職員、介護職員等が利用者の状態等に応じて

随時、利用者に対する看取り介護について相談し、共同して看取り介護を行って

いると認められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護

記録に職員間の相談日時、内容等を記載するとともに、本人の状態や、家族と連

絡を取ったにもかかわらず来てもらえなかった旨を記載しておくことが必要であ

る。

なお、家族が利用者の看取りについてともに考えることは極めて重要であり、

施設は、可能な限り家族の意思を確認しながら介護を進める必要がある。
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○通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて

(平成一二年三月三〇日)

(老企第五四号)

(各都道府県介護保険主管部(局)長あて厚生省老人保健福祉局企画課長通知)

通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、痴呆対応

型共同生活介護及び特定施設入所者生活介護並びに介護福祉施設サービス、介護保健施設

サービス及び介護療養施設サービス(以下「通所介護等」という。)の提供において利用者

又は入所者から受け取ることが認められる日常生活に要する費用の取扱いについては、指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成一一年厚生省令第三七

号。以下「居宅サービス基準」という。)、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営

に関する基準(平成一一年厚生省令第三九号。以下「福祉施設基準」という。)、介護老人

保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準(平成一一年厚生省令第四〇号。

以下「保健施設基準」という。)及び指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関

する基準(平成一一年厚生省令第四一号。以下「療養施設基準」という。)並びに「指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準について」(平成一一年九月一七

日老企第二五号厚生省老人保健福祉局企画課長通知)、「指定介護老人福祉施設の人員、

設備及び運営に関する基準について」(平成一二年三月一七日老企第四三号厚生省老人保

健福祉局企画課長通知)、「介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準について」(平成一二年三月一七日老企第四四号厚生省老人保健福祉局企画課長通知)

及び「指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について」(平成一二

年三月一七日老企第四五号厚生省老人保健福祉局企画課長通知)をもってお示ししている

ところであるが、通所介護等の提供において提供される便宜のうち、日常生活においても

通常必要となるものに係る費用であって、その利用者等に負担させることが適当と認めら

れるもの(以下「その他の日常生活費」という。)の取扱いについては別途通知することと

されていたところ、今般、その基本的な取扱いについて左記のとおり定めるとともに、そ

の他の日常生活費の対象となる便宜の範囲について、別紙によりサービス種類ごとに参考

例をお示しするので、御了知の上、管下市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を

図るとともに、その運用に遺憾のないようにされたい。

記

１ 「その他の日常生活費」の趣旨

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者又は入院患者(以下「利用者等」という。)

又はその家族等の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等の提供の一環とし

て提供する日常生活上の便宜に係る経費がこれに該当する。

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と関係の

ないもの(利用者等の嗜好品の購入等)については、その費用は「その他の日常生活費」

とは区別されるべきものである。

２ 「その他の日常生活費」の受領に係る基準

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他

の日常生活費」の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければなら

ないものとする。
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① 「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービ

スとの間に重複関係がないこと。

② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による

費用の受領は認められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設

利用補償金といったあいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らか

にされる必要があること。

③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選

択に基づいて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活

費」の受領について利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を

得なければならないこと。

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の

範囲内で行われるべきものであること。

⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運

営規程において定められなければならず、また、サービスの選択に資すると認められ

る重要事項として、施設の見やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、

「その他の日常生活費」の額については、その都度変動する性質のものである場合に

は、「実費」という形の定め方が許されるものであること。

(別紙)

各サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について

(1) 通所介護及び通所リハビリテーション(居宅サービス基準第九六条第三項第五号関

係)

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供す

る場合に係る費用

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する

場合に係る費用

(2) 短期入所生活介護及び短期入所療養介護(居宅サービス基準第一二七条第三項第五

号及び第一四五条第三項第五号関係)

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供す

る場合に係る費用

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する

場合に係る費用

(3) 痴呆対応型共同生活介護(居宅サービス基準第一六二条第三項第四号関係)

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供す

る場合に係る費用

(4) 特定施設入所者生活介護(居宅サービス基準第一八二条第三項第三号関係)

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供す

る場合に係る費用

(5) 介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービス(福祉施設

基準第九条第三項第四号関係、保健施設基準第一一条第三項第四号及び療養施設基準第
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一二条第三項第四号関係)

① 入所者又は入院患者(以下「入所者等」という。)の希望によって、身の回り品とし

て日常生活に必要なものを施設が提供する場合に係る費用

② 入所者等の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを施設が提供する

場合に係る費用

③ 健康管理費(インフルエンザ予防接種に係る費用等)

④ 預り金の出納管理に係る費用

⑤ 私物の洗濯代

(6) 留意事項

① (1)から(5)の①に掲げる「身の回り品として日常生活に必要なもの」とは、一般的

に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられる物品(例えば、歯ブラシや化粧品

等の個人用の日用品等)であって、利用者等の希望を確認した上で提供されるものを

いう。

したがって、こうした物品を事業者又は施設がすべての利用者に対して一律に提供

し、すべての利用者からその費用を画一的に徴収することは認められないものである。

② (1)、(2)及び(5)の②に掲げる「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例

えば、事業者又は施設がサービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事にお

ける材料費等が想定されるものであり、すべての利用者又は入所者に一律に提供され

る教養娯楽に係る費用(共用の談話室等にあるテレビやカラオケ設備の使用料等)につ

いて、「その他の日常生活費」として徴収することは認められないものである。

③ (5)の④にいう預り金の出納管理に係る費用を入所者等から徴収する場合には、

イ 責任者及び補助者が選定され、印鑑と通帳が別々に保管されていること、

ロ 適切な管理が行われていることの確認が複数の者により常に行える体制で出納事務

が行われること、

ハ 入所者等との保管依頼書(契約書)、個人別出納台帳等、必要な書類を備えているこ

と等が満たされ、適正な出納管理が行われることが要件となる。

また、入所者から出納管理に係る費用を徴収する場合にあっては、その積算根拠を

明確にし、適切な額を定めることとし、例えば、預り金の額に対し、月当たり一定割

合とするような取扱いは認められないものである。

④ 介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスの入所者

等並びに短期入所生活介護及び短期入所療養介護の利用者のおむつに係る費用につい

ては、保険給付の対象とされていることから、おむつ代を始め、おむつカバー代及び

これらに係る洗濯代等おむつに係る費用は一切徴収できないことに留意すること。

⑤ 介護老人福祉施設である特別養護老人ホームは、従来から在宅生活が困難な入所者

の生活の拠点としての機能を有しており、介護サービスだけでなく、入所者の日常生

活全般にわたって援助を行ってきたところであり、入所者の私物の洗濯等も基本的に

施設サービスとして行われてきたものである。したがって(5)の⑤の「私物の洗濯代」

については、入所者の希望により個別に外部のクリーニング店に取り継ぐ場合のクリ

ーニング代を除き、費用の徴収はできないものであること。なお、このクリーニング

代については、サービスの提供とは関係のない実費として徴収することとなること。
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〔参考〕

「その他の日常生活費」に係るQ＆Aについて

(平成一二年三月三一日)

(各都道府県介護保険担当課(室)あて厚生省老人保健福祉局介護保険制度施行準備室)

本年三月三〇日付けで「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて」

を厚生省老人保健福祉局企画課長通知(老企第五四号)として別添のとおり発出したところ

であるが、「その他の日常生活費」について想定される照会について、別添の通りQ＆Aを

作成しましたので送付します。

各位におかれましては、内容を御了知の上、適切に対応していただきますようよろしく

お願い申し上げます。

〔別添〕

「その他の日常生活費」に係るQ＆A

問1 個人用の日用品について、「一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えら

れるもの」としてはどういったものが想定されるのか。

答 歯ブラシ、化粧品、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者に一律に提供

されるものではなく、利用者個人又はその家族等の選択により利用されるものとして、

事業者(又は施設)が提供するもの等が想定される。

問2 個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えら

れるものに限られることとされているが、それ以外の個人の嗜好に基づくいわゆる「贅

沢品」については、費用の徴収ができないのか。

答 サービス提供とは関係のない費用として、徴収は可能である。

問3 個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるも

のであれば、例えば病院の売店で利用者が購入する場合であってもその費用は「その

他の日常生活費」に該当するのか。

答 このような場合は、「サービス提供の一環として提供される便宜」とは言い難いの

で、「その他の日常生活費」に該当しない。

問4 個人用の日用品については、一般的に要介護者等の日常生活に必要と考えられるも

のであれば、ある利用者の個別の希望に応じて、事業者等が当該利用者の代わりにあ

る日用品を購入し、その購入代金を利用者に請求する場合も「その他の日常生活費」

に該当するのか。

答 個人のために単に立て替え払いするような場合は、事業者等として提供する便宜と

は言えず、その費用は「その他の日常生活費」に該当しないため、サービス提供とは

関係のない費用として徴収を行うこととなる。
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問5 個人専用の家電製品の電気代は、利用者から徴収できないのか。

答 サービス提供とは関係のない費用として、徴収は可能である。

問6 施設にコインランドリーがある場合、その料金についても「私物の洗濯代」として

「その他の日常生活費」に該当するのか。

答 このような場合は、施設が洗濯サービスを提供しているわけではないので、その他

の日常生活費には該当しない。

問7 個人の希望に応じて事業者等が代わって購入する新聞、雑誌等の代金は、教養娯楽

に係る「その他の日常生活費」に該当するか。

答 全くの個別の希望に答える場合は事業者等として提供する便宜とは言えず、その費

用は「その他の日常生活費」に該当せず、サービス提供とは関係のない費用として徴

収を行うこととなる。

問8 事業者等が実施するクラブ活動や行事における材料費等は、「その他の日常生活費」

に該当するか。

答 事業者等が、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のうち、一般

的に想定されるもの(例えば、作業療法等機能訓練の一環として行われるクラブ活動

や入所者等が全員参加する定例行事)における材料費等は保険給付の対象に含まれる

ことから別途徴収することはできないが、サービスの提供の一環として実施するクラ

ブ活動や行事のために調達し、提供する材料であって、利用者に負担させることが適

当と認められるもの(例えば、習字、お花、絵画、刺繍等のクラブ活動等の材料費)に

係る費用は、教養娯楽に要する費用として「その他の日常生活費」に該当する。

なお、事業者等が実施するクラブ活動や行事であっても、一般的に想定されるサー

ビスの提供の範囲を超えるもの(例えば、利用者の趣味的活動に関し事業者等が提供

する材料等や、希望者を募り実施する旅行等)に係る費用については、サービス提供

とは関係のない費用として徴収を行うこととなる。
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項目 質問 回答
ＱＡ発出時

期、文書番号
等

有料老人ホーム
の体験入所

有料老人ホームの体験入所を介護報酬の対象として良い
か。

体験入所は介護報酬の対象とはならない。 12.4.28事務連絡
介護保険最新情
報vol.71
介護報酬等に係
るQ&A vol.2

外部事業者に対
する費用負担

次の場合において、外部事業者に対する費用負担関係はど
のようになるか。
①　特定施設入所者生活介護事業者が、入所者に対して提
供すべき介護サービス（特定施設入所者生活介護の一環とし
て行われるもの）の業務の一部を当該特定施設入所者生活
介護の従業者により行わず、外部事業者に委託している場合
（例えば、機能訓練を外部の理学療法士等に委託している場
合等）
②　特定施設入所者生活介護の提供を受けている入所者
が、自らの希望により、特定施設入所者生活介護の一環とし
て行われる介護サービスとは別途に、外部事業者による介護
サービスを利用している場合

①　特定施設入所者生活介護が、外部事業者に対して委託し
た業務の委託費を支払う（入所者は、特定施設入所者生活介
護事業者に対して特定施設入所者生活介護の利用料を支払
い、保険給付を受ける。）。（「指定居宅サービスに要する費用
の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設
入所者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要
する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について」（平成12年3月8日老企第40号厚生省老人保
健福祉局企画課長通知）の第二の4の（1）参照） なお、委託
する場合には、特定施設入所者生活介護事業者が業務の管
理及び指揮命令を確実に行えることが必要。
②　入所者が自己負担により外部事業者に対してその介護
サービスの利用料を支払う。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情
報vol.71
介護報酬等に係
るQ&A vol.2

サービス利用提
供前の健康診断
の費用負担と
サービス提供拒
否

サービスを提供する前に利用申込者に対し、健康診断を受け
るように求めることはできるか。また、健康診断書作成にかか
る費用の負担はどのように取り扱うべきか。（介護老人福祉
施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護、特
定施設入所者生活介護）

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同
生活介護、特定施設入所者生活介護については、利用者が
相当期間以上集団的な生活を送ることが想定されることか
ら、健康診断書の提出等の方法により利用申込者についての
健康状態を把握することは必要と考えられ、主治医からの情
報提供等によっても必要な健康状態の把握ができない場合に
は、別途利用者に健康診断書の提出を求めることは可能であ
り、その費用については原則として利用申込者が負担すべき
ものと考えられる。また、こうした求めに利用申込者が応じな
い場合はサービス提供拒否の正当な事由に該当するものと
は考えられる。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新情
報vol.106
運営基準等に係
るＱ＆Ａ

特定施設入所者
生活介護の利用
料の徴収

特定施設入所者生活介護において介護保険利用料の他に
別途費用を受領できるものは具体的にはどのようなものがあ
るか。

　「特定施設入所者生活介護事業者が受領する介護保険の
給付対象外の介護サービス費用について」（平成12年3月30
日付け老企第52号厚生省老人保健福祉局企画課長通知。
（以下「老企第52号通知」という。）において、保険給付対象外
の介護サービス費用として受領できるのは、人員配置が手厚
い場合のサービス利用料及び個別的な選択による介護サー
ビス利用料に限ることとしたところであるが、そもそも介護サー
ビス以外の費用については料金を受領することは可能であ
る。

例えば、家賃相当費、日用品費、教養娯楽費、行事関係費
（機能訓練又は健康管理の一環として行われるものは除
く。）、健康管理費（定期健康診断費用は除く。）、私物の洗濯
代等については、これらに要する費用を別途の料金として受
領できるものである。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新情
報vol.106
運営基準等に係
るＱ＆Ａ

一時介護室 特定施設入所者生活介護事業所の設備に関し、居宅サービ
ス運営基準第177条第３項において一時介護室を設けること
とされているが、例えば、全ての居室が介護専用居室である
場合は一時介護室を設ける必要はないと考えるがどうか。

一時介護室は、一般居室から一時的に利用者を移して介護を
行うための居室であるため、全ての居室が介護専用居室（介
護を行うことができる一般居室を含む。）であって利用者を移
す必要がない場合は、設けないこととして差し支えないと考え
る。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新情
報vol.106
運営基準等に係
るＱ＆Ａ

混合型特定施設
の必要利用定員
総数

推定利用定員総数及び指定拒否に当たっての取扱いについ
て具体例をご教示願いたい。

仮にある圏域において、
①混合型特定施設の必要利用定員総数が700人であり、
②混合型特定施設となっている有料老人ホーム等の総定員
が700人であった場合、
推定利用定員総数を有料老人ホーム等の定員の７0％として
設定することとした場合には、混合型特定施設の推定利用定
員総数は490人となる。
この場合、必要利用定員総数と推定利用定員総数の差であ
る210人分を70％で除した300人分の定員の有料老人ホーム
等について、更に混合型特定施設の指定が可能である。

18.1.26
介護制度改革
information
vol.53
混合型特定施設
の必要利用定員
総数に関する
Q&A

特定施設入所者生活介護関係 Q&A集
厚生労働省HP　介護サービス関係Ｑ＆Ａ　　
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/qa/
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混合型特定施設
の必要利用定員
総数

介護予防特定施設入居者生活介護のみを行う施設の指定拒
否は可能か。

今回の介護保険法の改正案には、介護予防特定施設入居者
生活介護に係る指定拒否の規定を盛り込んでいないため、法
制上は、混合型特定施設入居者生活介護の指定を受け、介
護予防特定施設入居者生活介護のみを行うことは可能であ
るが、このような形態では、利用者が要介護状態となれば当
該施設においてサービスが受けられなくなることになり（その
場合は個別に居宅サービスを利用）、利用者・事業者双方に
とって不合理な状況となりうることから、介護予防特定施設入
居者生活介護のみの指定申請が行われることは想定してい
ない。

18.1.26
介護制度改革
information
vol.53
混合型特定施設
の必要利用定員
総数に関する
Q&A

混合型特定施設
の必要利用定員
総数

平成18年1月25日全国厚生労働関係部局長会議資料P82に
記載されている「有料老人ホーム等」には、有料老人ホーム
の他にどの施設が含まれるのか。

養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び高齢者専用賃貸住宅
のうち一定の居住水準等を満たすもの（同会議資料Ｐ２５参
照）が含まれる。

18.1.26
介護制度改革
information
vol.53
混合型特定施設
の必要利用定員
総数に関する

推定利用定員 (混合型特定施設）推定利用定員を定める際の係数を70％以
下で定めることとしているのはなぜか。

７0％という数値は、混合型特定施設は開設直後要介護者の
割合が小さくても、いずれはこの程度の割合になることを踏ま
えて設定したものであるが、各都道府県がその管下の混合型
特定施設の実態を踏まえ、70％以下の値を設定することも可
能な仕組みとしたものである。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

推定利用定員 (混合型特定施設）推定利用定員を定める際の係数は、地域
の実情に応じて、特定施設入居者生活介護の指定を受ける、
有料老人ホーム及び高齢者専用賃貸住宅などの施設種別毎
に設定することは可能か。

特定施設入居者生活介護に該当する全ての施設種別に共通
のものとして、一つの係数を定めることとする。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

必要利用定員 必要利用定員総数を定める際に、混合型特定施設と介護専
用型特定施設それぞれ定めることとなるのか。

都道府県介護保険事業支援計画上では、混合型特定施設と
介護専用型特定施設を明確に区分し、それぞれの必要利用
定員総数を記載する必要がある。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

推定利用定員 (混合型特定施設）特定施設入居者生活介護の指定を受けな
い有料老人ホーム等の定員は、必要利用定員総数と比較す
る推定利用定員総数の算定に当たって、考慮する必要があ
るのか。

特定施設入居者生活介護の指定を受けない有料老人ホーム
等の定員は、推定利用定員総数の算定に当たって考慮する
必要はない。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

推定利用定員 指定を受けた混合型特定施設の要介護者数が、推定利用定
員を超えた場合、超えた場合、超えた分の要介護者には特定
施設入居者生活介護によるサービス提供を行わないことにな
るのか。

推定利用定員は、事業者指定を拒否する際の基礎となるが、
当該施設において、特定施設入居者生活介護の保険給付を
受ける者の上限を規定するものではない。
したがって、実際の要介護者数が、推定利用定員を超える場
合であっても、要介護者の全員が特定施設入居者生活介護
のサービスを受けることが可能である。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

指定拒否 (混合型特定施設）特定施設の指定拒否をした場合、有料老
人ホームの設置の届出も不受理とすることになるのか。

老人福祉法による有料老人ホームの届出受理と、介護保険
法による特定施設の指定とは、それぞれが異なる根拠に基づ
く別の行為である。
したがって、介護保険法に基づき、特定施設の指定を拒否す
る場合であっても特定施設の指定拒否を理由に、有料老人
ホームの届出を不受理とすることはできない。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

指定拒否 (混合型特定施設）特定施設の指定を拒否された有料老人
ホームの入居者は、介護保険サービスを受けられなくなるの
か。

特定施設の指定を拒否された有料老人ホームの入居者の介
護保険サービスの利用については、利用者の選択により、一
般の在宅サービスを利用することになる。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

推定利用定員 混合型特定施設の必要利用定員総数に関するQ&A(介護保
険制度改革インフォメーションvol.53）問3の最後のところで、
「必要利用定員総数と推定利用定員の総数の差である210人
分を70％で除した300人分について混合型特定施設の指定
が可能となる」とされているが、割戻ししなければならない理
由をご教示願いたい。

介護保険の特定施設制度は、一つの有料老人ホームであれ
ば、有料老人ホームの全体を特定施設とし、その中で居住す
る要介護者に介護サービスを提供した場合に、保険給付の対
象とすることを想定している。
混合型特定施設における実際の要介護者の割合は変動する
が、今般導入する仕組みに基づき指定拒否の可否を判断す
るに当たっては、当該施設における「要介護者の数を推定」す
る必要があるため、「推定利用定員」という考え方を用いてい
るものである。
したがって、推定利用定員を決めるための係数は、当該施設
における要介護者の数を推定するために用いるものであるた
め、当該施設における要介護者以外の者も含めた有料老人
ホームとしての入居定員（＝特定施設入居者生活介護の指定
を受ける有料老人ホームの入居定員）を算出するためには、
割り戻す必要がある。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A
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推定利用定員 推定利用定員総数及び指定拒否に当たっての取扱いについ
て具体例をご教示願いたい。
※前回の混合型特定施設の必要利用定員総数に関する
Q&A（介護保険制度改革インフォメーションvol.53)問3の回答
中の(参考）推定利用定員総数と指定拒否に係るイメージ図
の中に、「整備が可能な有料老人ホーム等の総定員」とある
ということは、特定施設の指定が受けられなければ有料老人
ホームとしても届出が受理されないということではないのか、
との質問が寄せられたため、今回、前回Q&A問3における回
答の正確を期すものとしたものである。

仮にある圏域において、
①混合型特定施設の必要利用定員総数が700人であり、
②混合型特定施設となっている有料老人ホーム等の総定員
が700人であった場合、
推定利用定員総数を有料老人ホーム等の定員の７0％として
設定することとした場合には、混合型特定施設の推定利用定
員総数は490人となる。
この場合、必要利用定員総数と推定利用定員総数の差であ
る210人分を70％で除した300人分の定員の有料老人ホーム
等について、更に混合型特定施設の指定が可能である。

18.2.20
介護制度改革
information
vol.63
混合型特定施設
に関するQ&A

棟ごと等の指定 同一建物の階ごと、又は同一敷地の棟ごとに、一方を介護専
門型特定施設、他方を介護専用型特定施設以外の特定施設
(混合型特定施設）とすることは可能か。

特定施設入居者生活介護の指定は、特定施設毎に行われる
ものであり、有料老人ホームであれば、別個の有料老人ホー
ムとして届出がなされているものについて、それぞれ別の特
定施設としての指定を行うことになる。
ただし、有料老人ホームの入居契約において、要介護状態に
なれば、別の階又は別の棟に転居することがうたわれていた
り、スタッフ等が客観的にみて明確に区別することができない
など、一体的に運営されていると解されるものは、老人福祉法
の届出において同一の有料老人ホームとして取り扱うことが
適当である。

18.3.27
介護制度改革
information
vol.80
平成18年4月改
定関係Q＆
A(vol.2)

介護専用型 介護専用型特定施設であるかどうかの判断基準はどのような
ものか。

介護専用型特定施設は、入居者が要介護者、その配偶者そ
の他厚生労働省令で定める者に限られるものとされている。
厚生労働省令においては、①要介護状態だった入居者で施
行日以降状態が改善した者、②入居者である要介護者（①の
者を含む）の3親等以内の親族、③特別の事情により入居者
である要介護者と同居させることが必要であると都道府県知
事等が認める者を定めている。

18.3.27
介護制度改革
information
vol.80
平成18年4月改
定関係Q＆
A(vol.2)

介護専用型 既に特定施設入所者生活介護の指定を受けている事業者
は、どのように介護専用型と介護専用型以外に分けることに
なるのか。なお、その際に、再指定又は届出は必要となるの
か。

既存の指定特定施設については、現に入居者が介護専用型
特定施設の入居者の要件を満たしており、かつ、当該要件
が、指定特定施設の入居要件となっていることが明確にされ
ているものを介護専用型特定施設とすることとなる。介護専用
型特定施設か介護専用型以外の特定施設かの区分につい
て、改めて指定を受けたり届け出たりする必要はない。
（参考）三位一体改革に伴い、介護専用型特定施設か介護専
用型以外の特定施設（混合型特定施設）かにかかわらず、住
所地特例を適用することとしている。

18.3.27
介護制度改革
information
vol.80
平成18年4月改
定関係Q＆
A(vol.2)

介護専用型 介護専用型特定施設の入居者のうち、要介護者の配偶者等
で要支援に該当する者は、当該特定施設から介護サービス
の提供を受けることができないのか。

介護専用型特定施設については、介護予防特定施設入居者
生活介護の指定対象ではないため、介護専用型特定施設に
入居する要支援者の介護保険サービス利用については、一
般の介護予防サービスを利用することになる。

18.3.27
介護制度改革
information
vol.80
平成18年4月改
定関係Q＆
A(vol.2)

外部サービス利
用型

外部サービス利用型特定施設において、利用者と受託居宅
サービス事業者の契約関係はどのようになるか。

外部サービス利用型特定施設の場合、利用者は外部サービ
ス利用型特定施設入居者生活介護事業者と介護サービスの
提供に係る契約を締結することになり、利用者と受託居宅
サービス事業者との間に契約関係はない。
外部サービス利用型特定施設の事業者は、受託居宅サービ
ス事業者との間で文書に委託契約を締結することとし、特定
施設サービスに基づき、受託居宅サービス事業者のサービス
を手配することとなるが、適切なサービス提供の確保の観点
から、業務に関して受託居宅サービス事業者に必要な指揮命
令をすることとしている。

18.3.27
介護制度改革
information
vol.80
平成18年4月改
定関係Q＆
A(vol.2)

個別機能訓練加
算

個別機能訓練加算に係る算定方法、内容等について示され
たい。

当該個別機能訓練加算は、従来機能訓練指導員を配置する
ことを評価していた体制加算を、機能訓練指導員の配置と共
に、個別に計画を立て、機能訓練を行うことを評価することと
したものであり、介護サービスにおいては実施日、（介護予
防）特定施設入居者生活介護サービス及び介護老人福祉施
設サービスにおいては入所期間のうち機能訓練実施期間中
において当該加算を算定することが可能である。　なお、具体
的なサービスの流れとしては、「多職種が協同して、利用者毎
にアセスメントを行い、目標設定、計画の作成をした上で、機
能訓練指導員が必要に応じた個別機能訓練の提供を行い、
その結果を評価すること」が想定される。また、行われる機能
訓練の内容は、各利用者の心身伏況等に応じて、日常生活を
営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を予防するのに
必要な訓練を計画されたい。

18.4.21
介護制度改革
information
vol.96
平成18年4月改
定関係Q＆
A(vol.3)

住所地特例 住所地特例の対象施設である特定施設は、特定施設入居者
生活介護等の指定を受けた特定施設のみに限られるのか。

限られない。介護保険法第13条においては、住所地特例の対
象施設として「特定施設」と規定するにとどまっており、同法第
41条第1項の規定による特定施設入居者生活介護等の指定
を要件としていないことから、その指定の有無にかかわらず、
同法第8条第11項に規定する特定施設はすべて住所地特例
の対象施設となる。

18.4.21
介護制度改革
information
vol.97
住所地特例対象
施設に関する
Q&A
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介護予防サービ
ス等の介護報酬
の算定等

介護予防特定施設入居者生活介護等を受けている者は、当
該サービスの利用の間、月当たりの定額報酬の介護予防訪
問介護費等は算定できないとあるが、例えば、月途中に介護
予防特定施設を退所し、その後、介護予防訪問介護等を利
用することはできないのか。

問のような場合には、介護予防訪問介護等に係る介護報酬に
ついては、1月から介護予防特定施設入居者生活介護等の利
用日数を減じて得た日数により日割りで請求することとしてい
る。

20.4.21
事務連絡
介護療養型老人
保健施設に係る
介護報酬改定等
に関するQ&A

法定代理受領 有料老人ホーム及び適合高齢者専用賃貸住宅における特定
施設入居者生活介護等の法定代理受領サービスの利用につ
いて

１　法定代理受領サービスに係る同意書類の取扱い
　　法定代理受領サービスの利用に関する入居者の同意に係
る書類の市町村又は国民健康保険団体連合会への提出につ
いては、別紙のとおり取り扱う。
　なお、事業者は、入居者の同意が適切に記録されるよう、入
居者の同意を得た場合には、入居者ごとに同意書を作成する
とともに、当該同意書を、指定特定施設入居者生活介護等の
提供に関する諸記録として保存しなければならないことに留
意されたい。
２　償還払いによる場合の取扱い
　法定代理受領サービスの利用について、入居者の同意がな
い場合は、入居者が利用料の全額を事業者に支払ってから
介護保険の給付を受ける「償還払い方式」によることとなり、こ
の場合、事業者は、入居者に対して領収書及びサービス提供
証明書を交付することが必要であるので留意されたい。
※ 別紙は省略。

18.4.28
事務連絡
有料老人ホーム
及び適合高齢者
専用賃貸住宅に
おける特定施設
入居者生活介護
等の法定代理受
領サービスの利
用について

短期利用特定施
設入居者生活介
護

短期利用の３年経過要件について、特定施設の法人が合併
等により変更したことから、形式上指定特定施設を一旦廃止
して、新しい会社の法人の特定施設として同日付けで指定を
受けた場合、特定施設が初めて指定を受けて３年は経過して
いるが、新しい会社の特定施設としては３年経過要件を満た
していない。この場合、短期利用を行うことは可能か。

特定施設で短期利用を行うための特定施設の開設後３年経
過要件については､職員や他の入居者との安定した人間関係
の構築や職員の経験が必要であることから、特定施設の更新
期間（６年）の折り返し点を過ぎ､人間関係など一般的に特定
施設の運営が安定する時期に入っていると考えられること等
を勘案して設定したものである。
　特定施設の職員に変更がないなど特定施設が実質的に継
続して運営していると認められる場合には､短期利用を認める
こととして差し支えない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

短期利用特定施
設入居者生活介
護費

特定施設入居者生活介護の短期利用については、空いてい
る居室等を利用しなければならないが、入院中の入居者の同
意があれば、入院中の入居者の居室を短期利用に活用する
ことは可能か。

入院中の入居者のために居室を確保しているような場合で
あっても､入院中の入居者の同意があれば、家具等を別の場
所に保管するなど、当該入居者のプライバシー等に配慮を
行った上で､その居室を短期利用で利用することは差し支えな
い。この場合、１つの居室において、入院中の入居者と短期
利用特定施設入居者生活介護の利用者の双方から家賃相当
額を徴収することは適切ではないため、入院中の入居者から
家賃相当額を徴収するのではなく、短期利用特定施設入居者
生活介護の利用者から家賃相当額を徴収する旨、料金表等
に明記しておく必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

短期利用特定施
設入居者生活介
護費

算定の対象となるか否かについて、前３月の入居者の割合に
より毎月判定するのか。

各施設において前３月の入居者の割合が算定の要件に該当
するか否かを毎月判断することとなる。その算定の根拠資料
は、各施設に保管し、指導監査時等に確認することとなる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

短期利用特定施
設入居者生活介
護費

入居者の割合が、前３月の各末日のうち、８０％を満たさない
月があったが、前３月の各末日の平均値により８０％以上で
あることにより基準を満たしている場合には、短期利用特定
施設入居者生活介護費を算定することは可能か。また、この
平均値はどのように算出するのか。

可能である。同一の基準により連続して３か月の間、各月の
末日の数値の平均値が満たしている場合に算定できる。
平均値は、算定月前３か月の割合の数値を合計し、３で除し
て得た数を算出し、その値が基準に適合しているかどうかを
判断する。

（参考：５月に短期利用特定施設入居者費を算定できる場合
の例）
　　　　　　　　　　　２月　　　３月　　　４月　　　３か月の平均値
入居者の割合　　 ８２％　　７５％　　８３％　　　　８０％

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

短期利用特定施
設入居者生活介
護費

入居者の割合については、直近３月それぞれの末日におけ
る割合の平均を用いるとされているが、月末時点で入院中又
は外泊中の入所者については、どのように計算するのか。

入院・外泊が長期に渡り、その月において１日も当該施設を
利用していないような場合を除いて、入院・外泊中の入居者を
含めて割合を算出しても差し支えない。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

短期利用特定施
設入居者生活介
護費

利用者に対し連続して３０日を超えて短期利用特定施設入居
者生活介護を行った場合において、３０日を超える日以降に
行った短期利用特定施設入居者生活介護については、短期
利用特定施設入居者生活介護費は算定できないが、その連
続する期間内に短期利用地域密着型特定施設入居者生活
介護の利用実績がある場合はどのように取り扱うのか。

期間内に短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護の
利用実績がある場合は、その期間を含める取り扱いとなる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について
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項目 質問 回答
ＱＡ発出時

期、文書番号
等

要介護者等以外
の自費負担によ
るサービス利用

要介護者又は要支援者(以下「要介護者等」という。）以外の者
が介護保険サービスを全額自己負担することによって利用す
ることが可能か。(居宅サービスの場合）

　指定居宅サービス事業者がサービスを提供するにあたって
は、当然ながら要介護者等に対するサービス提供を優先する
必要がある。しかしながら、介護保険の運営基準を遵守した上
で、なお余力がある場合においては、指定居宅サービスの提供
に支障がない範囲で、要介護者等以外の者に対するサービス
提供を行うことは可能である。
　ただし、この場合において、要介護者等以外に対するサービ
スの提供により、指定居宅サービスの提供に支障があると考え
られる場合には、運営基準違反となることに留意されたい。ま
た、例えば、通所系サービスにおいて、要介護者等に加えて、
要介護者等以外の者に対しても併せてサービス提供を行うよう
な場合には、人員配置等において、要介護者等に対するサー
ビスの水準を確保することは当然に必要である。
　なお、短期入所系サービスの提供の場合は、施設サービスと
同様の考え方から、原則として認められないものであるが、例
外的に認められるものとしては、以下のような場合が考えられ
る。
1　自立者等の生活支援・介護予防という観点から、市町村が
生活管理指導短期宿泊事業を行う場合
2　身体障害者に対する短期入所系サービスとの相互利用が
認められる場合

12.1.21
事務連絡
要介護者等以外
の自費負担によ
るサービスの利
用について

要介護者等の自
費負担による
サービス利用

要介護者等が居宅サービスを利用するにあたって、当該者の
支給限度額（短期入所の場合は利用可能日数)を超えて利用
する場合(いわゆる「上乗せサービス」を利用する場合）につい
ては、全額自己負担によって利用することが可能か。

可能である。 12.1.21
事務連絡
要介護者等以外
の自費負担によ
るサービスの利
用について

外泊時における
居宅サービス

　施設入所（入院）者の外泊時に介護保険の給付対象となる居
宅サービスを受けられるか。

　外泊時であっても、利用者の生活の本拠は介護保険施設で
あり、居宅要介護高齢者と認められない（入所（入院）者であ
る）ため、介護保険の給付対象となる居宅サービスを受けること
はできない。（自己負担で受けることは可能である。）

12.3.31事務連絡
介護保険最新情
報vol.59
介護報酬等に係
るQ&A

医療保険適用病
床入院の外泊中
における訪問通
所サービス

医療保険適用病床入院からの外泊中に、介護保険の給付対
象である訪問通所サービスの利用は可能か。

医療保険適用病床入院からの外泊中に受けた訪問通所サー
ビスについては介護保険による算定はできない。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情
報vol.71
介護報酬等に係
るQ&A vol.2

要介護状態区分
月期途中で変更
になった場合の
請求

要介護状態区分が月の途中で変更になった場合、給付管理票
や介護給付費
明細書上に記載する要介護状態区分や、区分支給限度額管
理を行う訪問通所
サービスや短期入所サービスの要介護状態区分等をどう取り
扱えばよいか。

※別表 12.4.28事務連絡
介護保険最新情
報vol.71
介護報酬等に係
るQ&A vol.2

短期入所サービ
スと訪問通所
サービスの同日
利用

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所（退院）し
た日及び短期入所療養介護のサービス終了日（退所日）にお
いて、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理
指導費及び通所リハビリテーション費は算定できないとされて
いるが、退所日において福祉系サービス（訪問介護等）を利用
した場合は別に算定できるか。

　別に算定できる。　ただし、施設サービスや短期入所サービス
でも、機能訓練やリハビリを行えることから、退所（退院）日に通
所介護サービスを機械的に組み込むといった計画は適正では
ない。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情
報vol.71
介護報酬等に係
るQ&A vol.2

短期入所サービ
スと訪問サービ
スの同日利用

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所（退院）し
た日及び短期入所療養介護のサービス終了日（退所日）にお
いて、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理
指導費及び通所リハビリテーション費は算定できないとされて
いるが、これは退所日のみの取扱で、入所当日の当該入所前
に利用する訪問通所サービスは別に算定できるのか。

　入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪
問通所サービスは別に算定できる。ただし、施設サービスや短
期入所サービスでも、機能訓練やリハビリを行えることから、入
所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に
組み込むといった計画は適正でない。

12.4.28事務連絡
介護保険最新情
報vol.71
介護報酬等に係
るQ&A vol.2

居宅サービス共通関係 Q&A集
厚生労働省HP　介護サービス関係Ｑ＆Ａ　　
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/qa/
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「相当するサービ
ス」

以下1～７について「相当するサービス」として認めても差し支え
ないか。

1 法人格はなく今年度3級ヘルパー養成研修を修了した者が5
～6人程度でチームを組み、民家を事務所として借り上げ生活
援助を中心として訪問介護事業を展開する。

2 社会福祉協議会が中心となり3級ヘルパー養成研修を修了し
た者のみで、サテライト方式での訪問介護事業(生活援助、身
体介護(簡単な援助としてオムツ交換入浴介助)) を展開する。

3 社会福祉協議会が中心となり、2級及び3級ヘルパー養成研
修を修了したもののみで訪問介護事業(生活援助及び身体介
護) を展開する。

4　法人格はないが、ホームヘルパー有資格者6人(1級1人、2
級2人、3級3人) で民家を借り上げて改修し、事務所及び宿泊
設備を整備し、3人を常勤として訪問介護と短期入所生活介護
を展開する。

5　既存の高齢者生活福祉センター(村立)の居住部門を一部短
期入所生活介護として活用したい。

6　要介護者の家族が島外に出かける場合に、要介護者の自
宅にヘルパーが寝泊まりをして介護を行う方式で短期入所生
活介護を展開する。

7　社会福祉協議会が小規模な宅老所的な施設を整備し、地域
のヘルパー有資格者や地域ボランティア等を活用し通所介護
や短期入所生活介護を展開する。

1～3　いずれも認めて差し支えない。

4　訪問介護については、認めて差し支えない。短期入所生活
介護については、夜問においても必要な介護が提供できる体
制が整っていることを条件として認めて差し支えない。

5　通常の高齢者生活福祉センターの人員配置のほかに、別
途、必要な人員が配されていることを条件として認めて差し支え
ない。
なお、短期入所生活介護に係る人員配置については、夜間に
おいても必要な介護が提供できる体制が整っていることが必
要。
注)短期入所生活介護の利用については、高島者生活福祉セ
ンターの居住部門に対する地域の需要に応じた上での余剰部
分について認められるものである。

6　自宅での短期入所は認められないが、長時間の訪問介護と
いう整理は可能。(その場合には、介護報酬Q&A (平成12年3月
31日付け) 1 (1)②5にあるような条件は当然満たす必要があ
る。)

7　通所介護の相当サービスは、サービス提供時間帯に常時1
名以上の職員配置を条件に認めて差し支えない.。
短期入所生活介護の相当サービスは、夜間においても必要な
介護が提供できる体制が整っていることを条件として認めて差
し支えない。
(ただし、同一日、同一者についての両サービスの重複利用は
不可。)

12.6.12事務連絡
介護保険最新情
報vol.77
沖縄県からの
「相当サービス」
に関する照会に
対する回答

認定申請前の者
に対するサービ
ス提供に係る利
用料徴収の取扱
い

要介護認定申請前の者に対し、緊急その他やむを得ない理由
により指定居宅サービスを行った場合、その時点では特例居
宅介護（支援）サービス費の支給対象となるか否かが不明であ
るため、当該指定居宅サービスが消費税非課税となるか否か
も不明である。
この時点で利用代金の支払いを受ける場合、とりあえず代金と
併せて消費税相当額の支払いを受けておき、認定の結果が判
明して、支給対象となることが確定した後に消費税相当額を返
還することとして差し支えないか。

お尋ねのような事例において、消費税相当額の支払いを受け
ることは、居宅サービス運営基準の規定（第20条等）に抵触す
るものではなく、貴見のとおり取り扱って差し支えない。なお、要
介護認定の申請後、認定の結果が判明する前に利用料の支
払いを受ける場合も同様である。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新情
報vol.106
運営基準等に係
るＱ＆Ａ

計画的な短期入
所利用を目的と
した居宅サービ
ス計画

要介護度の高い要介護者であって、その家族が在宅生活を維
持することに強い意向もあり、毎月1週間ないし10日程度自宅
で生活し、月の残りの期間は計画的に短期入所サービスを利
用しようとする場合、このような利用ができる居宅サービス計画
の作成は可能と考えるが、どうか。

ご質問のような事例については、短期入所サービスを居宅サー
ビス計画に位置づけることも可能である。

13.3.28
事務連絡
介護保険最新情
報vol.106
運営基準等に係
るＱ＆Ａ

居宅サービスと
実質的な「施設」
との関係

ケア付き住宅、宅老所等と称しながらも、一室に多数の高齢者
を収容し、或いは極めて狭隘な個室に高齢者を収容した上で、
同一施設内や近隣に設置した指定訪問介護事業所等から居
宅サービスを提供している事例があるが、このようなサービス
の形態も介護保険の対象として認められるものなのか。

介護保険法においては、「訪問介護」を始めとする居宅サービ
スは、「居宅」と「軽費老人ホーム、有料老人ホームその他の厚
生労働省令で定める施設における居室」において行われること
とされ、これらにおいて指定居宅サービスを受けた費用につい
て保険給付が行われることとなる。
※ 「厚生労働省令で定める施設」は、軽費老人ホーム及び有
料老人ホームとする。 (介護保険法施行規則第4条)
2 ここで省令で定める施設を居宅に含めている趣旨は、いわゆ
る施設に相当する場所に所在する要介護者等についても、居
宅に準ずるものとして一定の水準にある施設に居住する場合
には、通常の居宅と同様に保険給付の対象とすることを目的と
するものである。
3 即ち、「居宅」の範囲については、特段の数値基準等による
定義を置いていないものの、法文上、当然に社会通念上の居
宅を指すものであり、実質的に「施設」に該当するものについて
は、居宅に含まれる施設として省令で定められた軽賓老人ホー
ムと有料老人ホームを除き、「居宅」に含まれないこととなる。
4 従って、いわゆるケア付き住宅等と設置者が称するもので
あっても、どのような生活空間か、どのような者を対象としてい
るか、どのようにサービスが提供されているか、などといった観
点も踏まえつつ総合的に判断して、「施設」としての実態を有し
ていると認められる場合には、上述の省令で規定する施設に含
まれないものである以上、介護保険でいう居宅サービスには当
たらず、居宅介護サービス費の支払対象外となる。

14.3.19
事務連絡
介護保険最新情
報vol.123
居宅サービスと
実質的な「施設」
との関係につい
て

旧病室における
居宅サービス費
の算定

病院の建物について、一旦病院の廃止届出（医療法によるも
の）を行った後、改めて診療所としての開設届出を行い、廃止
前の病院の病室（以下「旧病室」）部分を民間事業者に売却し
たものがある。この場合において、当該民間事業者が当該旧
病室部分をマンションと称してそのまま利用し、高齢者を旧病
室等に入所させ、当該建物内の診療所や近接した訪問介護・
訪問看護事業所から入所者に対して居宅サービスを提供する
ことを予定しているが、このような居住形態については、医療施
設の一部と考えられ、居宅サービス費の算定はできないと考え
るがいかがか。

質問のように、病院の病室であった部分に、改築などを行わず
にそのまま高齢者を居住させ、一体的、継続的にサービス提供
が行われている場合については、医療法上の病院として一定
の基準を満たす必要性の有無が十分に検討されるべきものと
考える。
なお、介護保険法上の居宅サービス費の取扱において、医療
法上の病院・診療所の病室・病床に当たるか否かにかかわら
ず、質問のような居住空間は「居宅」の範疇に含まれず、また、
介護保険法第7条第6項の厚生労働省令に規定する居宅サー
ビス費を算定できる「施設」の中にも含まれないことから、貴見
のとおり。

14.3.28
事務連絡
運営基準等に係
るQ&A
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居宅サービスと
実質的な「施設」
との関係

病院の建物について、一旦病院の廃止届出（医療法によるも
の）を行った後、改めて診療所としての開設届出を行い、廃止
前の病院の病室（以下「旧病室」という。）部分を民間事業者に
売却したものがある。この場合において、当該民間事業者が当
該旧病室部分をマンションと称してそのまま利用し、高齢者を
旧病室等に入所させ、当該建物内の診療所や近接した訪問介
護・訪問看護事業所から入所者に対して居宅サービスを提供
することを予定しているが、このような居住形態については、医
療施設の一部と考えられ、居宅サービス費の算定はできないと
考えるがいかがか。

お尋ねの事例のように、病院の病室であった部分に、改築など
を行わずにそのまま高齢者を居住させ、一体的、継続的にサー
ビス提供が行われている場合については、医療法上の病院とし
て一定の基準を満たす必要性の有無が十分に検討されるべき
ものと考える。
なお、介護保険法上の居宅サービス費の取扱いにおいて、医
療法上の病院・診療所の病室・病床に当たるか否かにかかわ
らず、お尋ねの事例のような居住空間は「居宅」の範疇に含ま
れず、また、介護保険法第7条第6項の厚生労働省令に規定す
る居宅サービス費を算定できる「施設」の中にも含まれないこと
から、貴見のとおり。

14.3.19
事務連絡
介護保険最新情
報vol.123

外泊時の居宅
サービス利用

施設入所（入院）者が外泊した場合の居宅サービスの算定に
ついて

介護保健施設及び医療機関の入所（入院）者が外泊時に利用
した居宅サービスについては､外泊時費用の算定の有無にか
かわらず､介護保険において算定できない。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情
報vol.151
介護報酬に係る
Q&A

請求方法 サービス提供が月をまたがる場合の支給限度額管理について サービス提供開始時刻の属する区分（前月）により支給限度額
管理を行う。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情
報vol.151
介護報酬に係る
Q&A

請求方法 要介護認定申請と同時にサービスを利用するために、暫定ケ
アプランを作成してサービスを利用したが、月末までに認定結
果が通知されなかった場合の取扱いについて

認定結果が判明した後、翌々月に暫定ケアプランを確定させた
上で請求する。ただし、翌月の請求日までに認定結果が判明す
れば請求できる。

15.5.30
事務連絡
介護保険最新情
報vol.151
介護報酬に係る
Q&A

基準該当サービ
スの指定更新

基準該当サービス事業者についても指定の更新を行う必要は
あるのか。

基準該当サービスについては、指定居宅サービス事業者の要
件の一部を満たしていない事業者のうち、一定水準を満たす
サービス提供を行う事業者について市町村がそのサービスを
保険給付の対象とすることとしているサービスであるので、そも
そも指定という概念も存在しないことから指定の更新も不要で
ある。

18.7.3
介護制度改革
information
vol.117
事務連絡
平成18年4月改
定関係Q＆
A(VOL6)指定事務 平成15年に指定取消を受けた居宅サービス事業者が平成18

年4月に再度申請を行う場合に過去の指定取消の事由により
指定を拒否することはできるのか。

法附則第8条により、改正法施行前の行為に基づく処分は、施
行日後の事業者の指定、指定更新及び指定取消等の事由に
含めないものとしている。よって、今回の再申請の内容をもって
判断することになる。

18.7.3
介護制度改革
information
vol.117
事務連絡
平成18年4月改
定関係Q＆
A(VOL6)特別地域加算等 特別地域加算（１５％）と中山間地域等に居住するものへの

サービス提供加算（５％）、又は、中山間地域等における小規
模事業所加算（１０％）と中山間地域等に居住するものへの
サービス提供加算（５％）を同時に算定することは可能か。

特別地域加算対象地域又は中山間地域等における小規模事
業所加算対象地域にある事業所が通常のサービス実施地域を
越えて別の中山間地域等に居住する利用者にサービスを提供
する場合にあっては、算定可能である。

21.3.23
介護保険最新情
報vol.69
平成21年4月改
定関係Q＆
A(vol.1)

特別地域加算等 小規模事業所の基準である延訪問回数等には、外部サービス
利用型特定施設入居者生活介護基本サービス費の訪問介護
等の回数も含めるのか。

含めない。 21.3.23
介護保険最新情
報vol.69
平成21年4月改
定関係Q＆
A(vol.1)

特別地域加算等 月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実
施地域内からそれ以外の地域（又はその逆）に居住地が変
わった場合、実際に中山間地域等かつ通常の実施地域外に居
住している期間のサービス提供分のみ加算の対象となるの
か。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算の対象
となるのか。

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。
※ 介護予防については、転居等により事業所を変更する場合
にあっては日割り計算となることから、それに合わせて当該加
算の算定を行うものとする。

21.3.23
介護保険最新情
報vol.69
平成21年4月改
定関係Q＆
A(vol.1)

介護職員による
たんの吸引

社会福祉士及び介護福祉士法（士士法）の改正により、介護職
員等によるたんの吸引（口腔内、鼻腔内、気管カニューレ内部）
と経管栄養（胃ろう・腸ろう、経鼻経管栄養）が４月から可能に
なるが、どのようなサービスで実施が可能になるのか。

士士法の改正により、一定の研修を受け、都道府県知事の認
定を受けた介護職員がたんの吸引等を実施することが可能と
なるが、介護職員によるたんの吸引を実施する事業所について
は、医療関係者との連携の確保等の要件を満たし、都道府県
知事の登録を受ける必要がある（※）。この登録については、医
療機関（病院、診療所）である事業所については、対象となら
ず、士士法に基づく介護職員によるたんの吸引等は実施できな
い。

　　※１　登録の要件については、社会福祉士及び介護福祉士
法施行規則（以下「士士法施行規則」という。）の規定のほか、
「社会福祉士及び介護福祉士法の一部を改正する法律につい
て（喀痰吸引関係）」（社援発1111第1号平成23年11月11日付社
会・援護局長通知）その他関連のＱＡ等を参照。
　
http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/tannokyuuin.html

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について
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介護職員による
たんの吸引

居宅サービス計画に介護職員によるたんの吸引等を含むサー
ビスを位置付ける際の留意点は何か。

士士法に基づく介護職員のたんの吸引等の実施については、
医師の指示の下に行われる必要がある。したがって、たんの吸
引等については、居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関
する基準第１３条第１９号の規定により、医師の指示のある場
合にのみ居宅サービス計画に位置付けることが可能となる。
居宅介護支援専門員は、たんの吸引等を含むサービスの利用
が必要な場合には、主治の医師の意見を求め、医師の指示の
有無について確認するとともに、サービスを提供する事業者
が、士士法に基づく登録を受けているかについても確認し、適
法にたんの吸引等を実施できる場合に、居宅サービスに位置
付けることとする。
また、医師の指示のほか、居宅において訪問介護等によりたん
の吸引を行う場合には、訪問看護との連携などサービス間の
連携が必要であり、サービス担当者会議等において、必要な情
報の共有や助言等を行う必要がある。例えば、当該利用者の
居宅等において、主治医の訪問診療時などの機会を利用して、
利用者・家族、連携・指導を行う訪問看護事業所、たんの吸引
等を実施する訪問介護事業所等その他関係サービス事業所が
参加するサービス担当者会議等を開催し、介護職員等による
たんの吸引等の実施が可能かどうかを確認の上、共同して注
意点等の伝達を行い、関係者間の情報共有を図るなど、安全
にたんの吸引等が実施することが必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

介護職員による
たんの吸引

たんの吸引等に関する医師の指示に対する評価はどのように
なるのか。

士士法に基づく介護職員等のたんの吸引等については、医師
の指示の下に行われる必要があるが、平成24年度の診療報酬
改定により、指定居宅サービス及び指定地域密着型サービス
の一部のサービスについて、医師の指示が評価されることと
なった。
具体的には、喀痰吸引等指示料が創設され、下記のサービス
が対象となる。
訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、特定施設入居者生活介
護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介
護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知
症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介
護、複合型サービス（これらの予防サービスを含む。）

当該指示料は、介護職員によるたんの吸引等の可否について
の患者の状態像に係る判断であることから、複数のサービス事
業所においてたんの吸引等を実施する場合においても、評価
は利用者単位でされることに留意が必要である。このような場
合、サービス担当者会議等で必要な調整を行い、複数事業所
を宛先として指示書を作成することを依頼する等の対応が必要
である。
なお、短期入所生活介護等については、医師が配置され、配置
医の指示によりたんの吸引が可能であることから、算定の対象
となっていない（※）が、上記のように算定の対象となる事業を
含む複数の事業所に対して指示書を発出する際に、その宛先
に加えることにより、士士法上の医師の指示を担保することは
可能である。
　※　基準該当サービスにおいて、医師が配置されていない場
合は算定できる。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

介護職員による
たんの吸引

訪問介護において、たんの吸引等を訪問介護計画にどのよう
に位置付けるのか

介護職員によるたんの吸引等を実施する事業所の登録要件の
１つとして、士士法施行規則第26条の3第3号（同規則附則第16
条において準用する場合を含む。以下の士士法施行規則の規
定においても同じ。）においては、たん吸引等計画書を医師又
は看護職員との連携の下に作成することとされている。
　（注）　様式例については、社会・援護局福祉基盤課から発出
予定の事務連絡を参照すること。
　　このため、計画作成については、訪問看護事業所等との連
携を確保し、必要な助言等を受けることが必要であり、こうした
訪問介護事業所に対する訪問看護事業所の支援について、看
護・介護職員連携強化加算により評価が行われる。
また、訪問介護サービスの一環としてたんの吸引等を実施する
場合、たん吸引等計画書は、訪問介護計画と一体的に作成さ
れる必要があるが、訪問介護計画とたん吸引等計画書を別に
作成することは差し支えない。なお、この場合、計画書は訪問
介護計画と一体で作成するものであることから、2年間保存する
ことが必要である。
さらに、たんの吸引等を訪問介護において実施した場合は、当
該たんの吸引等の実施状況に関する報告書を作成し、医師に
提出することが必要である。この報告書は訪問の都度記載する
記録とは異なり、医師に定期的に提出するものであり、サービ
ス提供の記録に基づき適切に作成する必要がある。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について

介護職員による
たんの吸引

訪問介護事業所におけるたんの吸引等に係る計画書はサービ
ス提供責任者が作成しなければならないのか。

たん吸引等報告書の作成は、サービス提供責任者に限られな
いが、訪問介護として位置付ける場合には、訪問介護計画と一
体的に作成する必要があるため、サービス提供責任者は、た
ん吸引等報告書を作成した者から助言を得て、適切に状況を
把握することが必要である。

24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について
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介護職員による
たんの吸引

短期入所生活介護計画は概ね4日以上連続して利用する場合
に作成が義務づけられているが、短期入所生活介護計画の作
成を要しない場合においてもたんの吸引等計画書の作成は必
要か。

必要である。 24.3.16
事務連絡
介護保険最新情
報vol.267
「平成２４年度介
護報酬改定に関
するＱ＆Ａ(Vol.1)
（平成24 年3 月
16 日）」の送付
について
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